
１　総括１　総括１　総括１　総括

　(1) 人件費の状況（普通会計決算）　(1) 人件費の状況（普通会計決算）　(1) 人件費の状況（普通会計決算）　(1) 人件費の状況（普通会計決算）

　(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）　(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）　(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）　(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成21年４月１日現在の人数である。

　(3) 特記事項　(3) 特記事項　(3) 特記事項　(3) 特記事項

特になし

　(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）　(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）　(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）　(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準

　　　　　　　を示す指数である。

　　　　　２　　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純

　　　　　　　平均したものである。

平成

21年度

平成

21年度

　　　Ｂ／Ａ

1,341,326

職員手当

人　

期末・勤勉手当給　 料 計　　Ｂ

498,878358

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

3,283,110

　　　　　　Ａ

5,742 5,8632,055,587

職員数 一人当たり給与費

41,016 18,189,974

　　　　　　Ｂ

（参考）

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人件費率

平成20年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

18.0

％

人件費

18.0

千円　 千円　 千円　

530,241

215,383

区　　分 歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成21年度末）

大船渡市の給与・定員管理等について

実質収支

区分 給　　与　　費

(H17)

96.6
(H17)

95.7

(H17)

97.6
(H22)

96.6

(H22)

96.4

(H22)

98.8

90

95

100

105

大船渡市 類似団体平均 全国市平均
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２　一般行政職給料表の状況（平成22年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（平成22年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（平成22年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（平成22年４月１日現在）

（注）　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年４月１日現在）　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年４月１日現在）　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年４月１日現在）　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年４月１日現在）

　　　　①一般行政職　　　　①一般行政職　　　　①一般行政職　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職　　　　②技能労務職　　　　②技能労務職　　　　②技能労務職

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時　　　　　 

      ３　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを用いている。

      ４　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点に

　(2) 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）　(2) 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）　(2) 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）　(2) 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

46.4歳

－

42.7歳

－

自家用乗

用自動車

運転手

（注）１　「平均給料月額」とは、平成22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

－－

うち自動車運転手

－

327,889円 220,500円

213,600円

平均給与月額

Ｂ

対応する民間

の類似職種

調理士

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

345,516円

平均給与月額

（国ベース）

243,700

289,200

344,619円 332,368円

６ 級

378,641

425,100405,600

340,799

平均給与月額

平均給与月額

（国ベース）

320,600

309,400 356,600 390,500

261,900

4人

320,402

185,800

397,854

42.7歳

43.2

41.7

平均給料月額

－

326,935円

－

国 －

岩手県 312,466円 348,174円

48.6歳

47.9歳

330,237円類似団体

342人

140,100

172,200

306,912円

　　　　　れているものである。　　　　　 

140,100

－

49.3歳 3,955人 284,514円

319,997円

－

－

349,850円

－ 322,291円 －

うち給食調理員

324,550円

－

岩手県

335,259円

－

318,245円大船渡市

うち学校用務員

379,200円

　　　　　手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもの。

19人

23人

49人

区　分

48.9歳

332,033円302,275円 用務員

５ 級

137,200 －

30人

      ３　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを用いている。（平成19年～21年）

高校卒 141,900

　　　　　　また、平均給与月額（国ベース）は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務

区 分

高校卒

－

１号給の

給料月額

222,900

類似団体

平均

年齢

　　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ

平均給料月額

最高号給の

給料月額

岩 手 県

      ４　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手　　　　 

135,600

140,100

国

一般行政職 大学卒

大船渡市

161,600 172,200

技能労務職

区 分

平均

年齢

353,294

平均給与月額

Ａ

41.9

大船渡市

国

335,154

平均年齢

395,666

1.55

335,507円

321,275円

参考

Ａ/Ｂ

－

1.57

53.8歳

民　　　間

－

46.7歳

366,629

325,579

公　　務　　員

44.1歳

375,93543.3

職員数

326,813

1.16

　　　　  に一致しているものではない。

単位：円
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　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年４月１日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

  

(注)　平成18年に、８級制から６級制に変更した。（旧給料表の１級及び２級を１級に、４級及び５級を

　　　３級にそれぞれ統合した。）

　(2) 昇給への勤務成績の反映状況　(2) 昇給への勤務成績の反映状況　(2) 昇給への勤務成績の反映状況　(2) 昇給への勤務成績の反映状況

部長、室長、課長 26

288,400

６ 級

構成比

課長補佐、主幹、係長、主査

278

55.4

202,400

9.3

10 3.6

258,200 295,500

区　　分

計

322,100

100.0

経験年数20年経験年数15年

区　　分

大学卒一般行政職

職員数

経験年数10年

４ 級

高校卒

２ 級

課長、技監

係長、主任、技師

技能労務職

主事、技師

250,400

主事、技師

高校卒 212,700

5.8

245,900

標準的な職務内容

５ 級

１ 級

３ 級

15

16

154

57 20.5

 　大船渡市一般職の職員の給与に関する条例第５条第５項では、「職員の昇給は規則で定める日に、同日前

 １年間におけるその者の勤務成績に応じて行うものとする。」と定められています。

　 平成18年４月から、これまでの特別昇給と普通昇給を統合し、昇給の区分を５段階設けることにより、職

 員の勤務成績が適切に反映される新たな昇給制度が導入されました。

 　現在は、その制度への移行期間であることから、これまでの勤務成績評定を活用しているとともに、休職

 した職員や懲戒処分を受けた職員に対しては、昇給を抑制する形で運用しています。

（注）１　大船渡市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

270,700

5.4

１級

5.4%

１級

6.5%

１級

4.2%

２級

5.8%

２級

7.2%

２級

6.0%

３級

55.4%

３級

56.1%

３級

13.0%

４級

20.5%

４級

18.0%

４級

32.8%

５級

3.6%

５級

2.9%

５級

16.2%

６級

9.3%

６級

9.3%

６級

16.9%

７級

5.3%

８級

5.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況

　(1) 期末手当・勤勉手当　(1) 期末手当・勤勉手当　(1) 期末手当・勤勉手当　(1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度）

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

　　　　　期末手当　　　　　勤勉手当 　　　　　期末手当　　　　　勤勉手当 　　　　　期末手当　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

【参考】 勤勉手当への勤勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】 勤勉手当への勤勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】 勤勉手当への勤勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】 勤勉手当への勤勤務実績の反映状況（一般行政職）

　(2) 退職手当（平成22年４月１日現在）　(2) 退職手当（平成22年４月１日現在）　(2) 退職手当（平成22年４月１日現在）　(2) 退職手当（平成22年４月１日現在）

 勤続20年 月分 月分  勤続20年 月分 月分

 勤続25年 月分 月分  勤続25年 月分 月分

 勤続35年 月分 月分  勤続35年 月分 月分

 最高限度額 月分 月分  最高限度額 月分 月分

 その他の加算措置  その他の加算措置

千円

　(3) 地域手当（平成22年４月１日現在）　(3) 地域手当（平成22年４月１日現在）　(3) 地域手当（平成22年４月１日現在）　(3) 地域手当（平成22年４月１日現在）

支給していない。

　(4) 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）　(4) 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）　(4) 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）　(4) 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）

千円

　(5) 時間外勤務手当　(5) 時間外勤務手当　(5) 時間外勤務手当　(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　　定年前早期退職特例措置　（2％～20％加算） 　　定年前早期退職特例措置　（2％～20％加算）

30.55

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

59.28 59.28

　月額　2,200円

　月額　2,000円

98,418

手当の種類（手当数）

 税の賦課・徴収業務　税務担当職員

職制上の段階、職務の級等による加算

措置

　・役職加算　5％～20％

　・管理職加算　15％～25％

59.28

30.55

41.34

59.28

大船渡市 国

23.50

職制上の段階、職務の級等による加算

措置

　・役職加算　5％～20％

　・管理職加算　10％～25％

33.50

47.50

33.50 41.34

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成21年度決算）

(注)　(　)は、再任用職員に係る支給割合である。

2.752.75 1.40

(0.70)

1.40

(1.50) (0.70)

職制上の段階、職務の級等による加算

措置

　・役職加算　5％～15％

(1.50) (0.70) (1.50)

大船渡市

1,451 1,714

2.75 1.40

 検査・健診業務

支給実績（平成20年度決算）

－

　保健業務手当 　保健師及び看護師

288

128,562

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

主な手当の名称

23.50

12

47.50

1,250

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

17,361

59.28

59.28

22,714

　賦課徴収手当

20.5

国

支給実績（平成21年度決算）

主な支給対象職員

１人当たり平均支給額　　　　

岩 手 県

　％

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額である。

366

種類

　円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

　 平成18年４月以降、勤勉手当の成績率及び人員分布率が新たに定められ、公務における成績主義の推進等

 の観点から、職員の勤務成績に応じた支給を実現できる制度となりました。

　 しかし、職員が著しく少数であること等により、この制度の活用が適さない場合には、市長が別に定める

 こととされており、当市においては、職員個々に較差をつけるだけの明確な基準がないことから、従来の成

 績率の算定制度を活用することと定め運用しています。

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　      勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　　      勧奨・定年
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　(6) その他の手当（平成22年４月１日現在）　(6) その他の手当（平成22年４月１日現在）　(6) その他の手当（平成22年４月１日現在）　(6) その他の手当（平成22年４月１日現在）

円

円

円

円

円

６　特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

単身赴任手当

83,135

516,972

１　交通機関を利用して通勤

　＝運賃に応じ最高月額

　　　　　　　　　　55,000円まで

２　自家用車などで通勤

　＝通勤距離に応じ最高

　　　　　　　　　　33,000円まで

住居手当

管理職手当

千円

－

同じ

国の制度

との異同

１　借家・借間に居住する職員

　（ア）家賃が月額23,000円

　　　以下＝家賃-12,000円

　（イ）家賃が月額23,000円超

　　＝（家賃-23,000円）÷2

　　＋11,000円

　　※27,000円を限度

２　持ち家に居住する職員

　　　　　＝2,500円（5年間）

手　当　名

234,754

263,392

545,000 230,000

200,000

　　（平成21年度支給割合）

3.10

392,000

339,000

　（支給時期）

副 市 長

市 長

退

職

手

当

市 長

期

末

手

当

816,000

議 員

市 長

給料月額×24.5/100×勤続月数

報

　

酬

給

　

料

議 長

675,000

　　（平成21年度支給割合）

259,000

180,000

副 議 長

320,000

276,000

450,000

750,000副 市 長

43,899

月額23,000円

距離に応じて

6,000円～45,000円を加算

22,862

－

18,611 千円

13,433

－

給　料　月　額　等

千円276

支給職員１人当たり

区　分

国の制度と

異なる内容

平均支給年額

（平成21年度決算）

同じ

扶養手当

千円

千円

副 市 長

副 議 長

議 員

3.10

議 長

給料月額×42.5/100×勤続月数

１　部長級

　　　＝給料月額の12％

２　課長級

　　　＝給料月額の10％

退任時に支給

通勤手当

474,000

退任時に支給

同じ

１　交通機関を利用して通勤

　＝運賃に応じ最高月額

　　　　　　　　　　55,000円まで

２　自家用車などで通勤

　＝通勤距離に応じ最高

　　　　　　　　　　24,500円まで

内容及び支給単価
支給実績

（平成21年度決算）

１　配偶者＝13,000円

２　配偶者以外の扶養親族

　１人につき＝6,500円

　※　配偶者がない場合、

　　　1人目の扶養親族は

　　　　　　　　　　　　11,000円

　　2人目以降は 6,500円

　※　満16歳年度から満22歳

　　年度までの子１人につき

　　　　　　　　＝5,000円加算

（算定方式）

249,000

（参考）類似団体における最高／最低額

940,000

管理又は監督の地位にある

職員に支給

（月額27,100円～133,600円）
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７　職員数の状況７　職員数の状況７　職員数の状況７　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

運転技師の退職不補充

民生部門への所属替え

保育士の採用、子ども手当事業に伴う充実

再利用ごみモデル事業の拡大に伴う充実

魚市場事業の充実

臨床検査技師の退職不補充

主 な 増 減 理 由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

普

 

通

 

会

 

計

 

部

 

門

55

　下水道

一

 

般

 

行

 

政

 

部

 

門

教育部門

0

小　計

14

1

<参考：一般行政>

　人口1万人当たりの職員数　　　　 　　 　　65.58人

　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　73.05人）

<参考：普通会計>

　人口1万人当たりの職員数　　　　　　　　　87.04人

　（類似団体の人口1万人当たりの職員数　96.06人）

　　　２ 〔　〕内は、条例定数の合計である。

小　計

88

小　計

　農林水産

88

269

35

　土　木

　総　務

1

合　　計

412

〔512〕

　水　道

　その他 18

11

　議　会

43

　病　院

0

13 14

43

　商　工

13 △ 1

△ 2

△ 1

5

　民　生

1

121

1

35

　衛　生

　労　働

22

　税　務

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 平成22年

94

21

再利用ごみモデル事業への所属替え

22

職　員　数

5

95

△ 1

10 1

下水道事業への所属替え15 △ 1

魚市場事業への所属替え

415

〔512〕

△ 3

漁業集落排水設備事業の移管に伴う充実

19

90

90

△ 2

268

△ 1

平成21年

233

57 △ 2

会

計

部

門

公

営

企

業

等

12

34

0

教育長の不在、用務員の退職不補充

△ 1

対前年

増減数
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　(2) 年齢別職員構成の状況（平成22年４月１日現在）　(2) 年齢別職員構成の状況（平成22年４月１日現在）　(2) 年齢別職員構成の状況（平成22年４月１日現在）　(2) 年齢別職員構成の状況（平成22年４月１日現在）

　

　(3) 職員数の推移　(3) 職員数の推移　(3) 職員数の推移　(3) 職員数の推移

（注)　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。

282

53

総 合 計 440

普通会計計 386 384

437

年度

部門別

（単位：人・％）

△ 9268

平成21年 平成22年

（△ 7.5％）

1

教　　育 108 102 99 96

357

△ 28 （△ 6.4％）

269

88

412

（△ 3.2％）

55

△ 20 （△18.5％）

△ 29

57

358

過去５年間の

増減数 (率)

274 275

（ 1.9％）

90

425 424 415

52公営企業等会計計 54

373 371

一般行政 278

53

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

1

.

4

3

8

5

.

7

5

5

7

.

9

1

3

1

4

.

0

2

8

1

8

.

3

4

5

1

0

.

0

7

1

1

4

.

7

4

8

1

4

.

3

8

8

7

.

1

9

4

5

.

7

5

5

0

.

3

5

9

平成22年の

構成比

平成17年の

構成比

%

（例）

区 分 20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳 ～～～～～～～～

～～ 計未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳以上 職員数人人人人

人人人人人人人人人 0 5 23 31 49 64 47 65 56 35 34 3 412 

31

27歳 31歳

355 23

職員数

人 人

55歳47歳 51歳23歳

490

人 人 人

43歳

34 364 47 65 56

59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

～ ～

52歳

～

20歳 20歳 24歳 28歳

～

40歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

人

412

計
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８　公営企業職員の状況８　公営企業職員の状況８　公営企業職員の状況８　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業　(1)　水道事業　(1)　水道事業　(1)　水道事業

　　① 職員給与費の状況　　① 職員給与費の状況　　① 職員給与費の状況　　① 職員給与費の状況

　　　ア　決算　　　ア　決算　　　ア　決算　　　ア　決算

千円 千円 千円 ％ ％

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、平成22年３月31日現在の人数である。

　　　イ　 特記事項　　　イ　 特記事項　　　イ　 特記事項　　　イ　 特記事項

特になし

　　② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年４月１日現在）　　② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年４月１日現在）　　② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年４月１日現在）　　② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

　　③ 職員の手当の状況　　③ 職員の手当の状況　　③ 職員の手当の状況　　③ 職員の手当の状況

　　　ア　期末手当・勤勉手当　　　ア　期末手当・勤勉手当　　　ア　期末手当・勤勉手当　　　ア　期末手当・勤勉手当

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　イ　退職手当（平成22年４月１日現在）　　　イ　退職手当（平成22年４月１日現在）　　　イ　退職手当（平成22年４月１日現在）　　　イ　退職手当（平成22年４月１日現在）

 勤続20年 月分 月分  勤続20年 月分 月分

 勤続25年 月分 月分  勤続25年 月分 月分

 勤続35年 月分 月分  勤続35年 月分 月分

 最高限度額 月分 月分  最高限度額 月分 月分

 その他の加算措置  その他の加算措置

千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額である。

33.50

期末・勤勉手当

445,851

33.50

大船渡市水道事業所

(1.50)

23.50

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　      勧奨・定年

30.55

(0.70)

1.40

計　　　Ｂ 一人当たり給与費

75,641 5,81919,031

平成

21年度
6,56613 50,521 6,089

59.28

　　　　　　Ｂ／Ａ

（参考）類似団体平均

給　 料 職員手当

団 体 平 均

41.34

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　      勧奨・定年

41.34

23.50

１人当たり平均支給額　　　　0

59.28

　　定年前早期特例措置　（2％～20％加算） 　　定年前早期特例措置　（2％～20％加算）

15,642

47.50 59.28

59.28

団 体 平 均 45.6 366,719 546,495

59.28

47.50

59.28

１人当たり平均支給額　　　　

平均月収額

大船渡市水道事業所 41.8 323,855

　　　　　　区　　分 平均年齢 基本給

大船渡市水道事業所 団 体 平 均

総費用に占める

職員給与費比率

　　　　　　　　Ｂ／Ａ

（参考）

平成20年度の総費用に

占める職員給与費比率

40,291 75,641 14.0

給　与　費

職員給与費

　　　　　　　　　　　Ｂ

14.3

一人当たり給与費

純損益又は実質

収支

　　　　　　Ａ

平成

21年度

区分

総費用

　　Ａ

539,447

区分 職員数

1,609 千円1,464 千円

2.75

30.55

１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度）

1.40 2.75

(1.50) (0.70)

　・役職加算　5％～15％
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　　　ウ　地域手当（平成22年４月１日現在）　　　ウ　地域手当（平成22年４月１日現在）　　　ウ　地域手当（平成22年４月１日現在）　　　ウ　地域手当（平成22年４月１日現在）

　支給していない

　　　エ　特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）　　　エ　特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）　　　エ　特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）　　　エ　特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）

　　　オ　時間外勤務手当　　　オ　時間外勤務手当　　　オ　時間外勤務手当　　　オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　カ　その他の手当（平成22年年４月１日現在）　　　カ　その他の手当（平成22年年４月１日現在）　　　カ　その他の手当（平成22年年４月１日現在）　　　カ　その他の手当（平成22年年４月１日現在）

円

円

円

手当の種類（手当数） 種類

千円

　円

　％

1

扶養手当 一般行政職と同じ

（平成21年度決算）

1,585 千円

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価

198,063

平均支給年額

国の制度

との異同

通勤手当 772 千円 85,778

住居手当 一般行政職と同じ

一般行政職と同じ

516 千円 172,000

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 205

支給実績（平成20年度決算）

支給実績

（平成21年度決算）

支給実績（平成21年度決算） 2,637

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 203

国の制度と

異なる内容

2,664

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度） 30.8

　　月額　　1,700円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

82支給実績（平成21年度決算）

　水道料金徴収手当 　水道事業の業務を行う職員 　水道料金の徴収業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 20,400
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